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要旨：1 方向の地震動入力を受ける 1 軸および 2 軸偏心 RC 造単層建築物を対象として，

静的非線形荷重増分解析を併用した等価 1 自由度系縮約方法と地震応答解析を併用した等

価 1 自由度系縮約法を提案する。また，単層偏心建築物に対する静的非線形荷重増分解析

と時刻歴地震応答解析の結果を比較し，両者の応答性状の相違についても考察を行う。 
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1. はじめに 

 限界耐力計算では建築物において 1 次振動モ

ードが支配的であると仮定し，等価 1 自由度系

に置換して最大応答点を評価する方法が用いら

れている。しかし，偏心層を有する建築物に対

しては，従来の許容応力度等計算で用いられて

きた偏心率に応じた数値 Fe を用いてその影響

を考慮している。すなわち，当該建築物の等価

1 自由度系縮約の際に，偏心層の外力を Fe倍し

て静的非線形荷重増分解析を行うという方法を

採用している 1）。この方法は周知のように，弾

性剛性偏心に立脚した略算的なものであり，建

築物が塑性化を伴う場合等には適切な等価 1 自

由度系に縮約する方法であるとはいい難い。つ

まり，偏心建築物に関してはねじれを考慮した

等価 1 自由度系による応答評価手法が確立され

ていない状況にある。 
 そこで，本論文では限界耐力計算の改善を目的

とし，1 軸および 2 軸偏心を伴う RC 造単層建築

物を対象に，静的非線形荷重増分解析を併用した

等価 1 自由度系縮約方法（静的縮約法）と地震応

答解析を併用した等価 1 自由度系縮約方法（動的

縮約法）を提案する。また，単層偏心建築物にお

ける静的非線形荷重増分解析と時刻歴地震応答

解析の応答性状の相違についても考察を行う。 

2. 静的縮約法 

2.1 単層 1 軸偏心建築物の静的縮約法 

1方向の地震動入力を受ける単層 1軸偏心建築

物の場合，x 方向の振動と z 軸まわりの回転は連

成し，y 方向の振動は独立する（図－1）。地震動

を x 方向からのみ入力した場合，連成する x 方向

と z 軸まわりの振動方程式は次式で表される。 
   [ ]{ } [ ]{ } [ ]{ } [ ]{ } 01 xMKCM &&&&& −=++ δδδ    （1） 

ここに， 
   [ ]M ：質量マトリクス 

[ ]C ：減衰マトリクス 
[ ]K ：剛性マトリクス 
{ } { }Tzx δδδ = ：変位ベクトル 
{ } { }T011 =  

0x&& ：x 方向の地動

加速度 
とする。また，変位 zδ は重

心から回転半径 iの位置で

の変位を表し，回転角θと

は次式の関係がある。 
θδ iz =         （2） 

ところで，式（1）の

解はモードの重ね合わせ

により，次式のように表

される。 
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1s
dsss Suβδ                  （3） 

ここで， βs ，{ }us および ds S はそれぞれ s 次モ

ードに対応する刺激係数，モードベクトルおよび

代表応答変位を表し， βs と{ }us はそれぞれ式（4）
および（5）で定義される。 
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{ } { }Tsss wuu =                   （5） 
1 次モードにおける変位は式（3）より， 

{ } { } dSu 1111 βδ =           （6） 
で与えられる。また，モードベクトル{ }u1 は 
   { } { } ( )dSu 1111 ⋅= βδ                （7） 
となり，{ } { }Tzx δδδ 111 = および{ } { }Twuu 111 =

であることを考慮すると，式（4）より等価 1
自由度系における代表応答変位 dS1 は式（8）と

なる。 

   
x

zx
dS δ

δδ

1

2
1

2
1

1

+
=                   （8） 

ところで，復元力ベクトル{ }R を 
{ } [ ]{ } [ ]{ }δδ KCR += &                （9） 

とすると，式（1）は次式のように表される。 
   [ ]{ } { } [ ]{ } 01 xMRM &&&& −=+δ            （10） 
式（10）に式（3）を代入し，前から { }Tu11β を

乗じ直交性を考慮すると，等価１自由度系にお

ける振動方程式として次式を得る。 
   01111 xMRSM eqd

&&&& ⋅=−+⋅             （11） 
ここで，M1 ， eqR1 は等価 1 自由度系における

等価質量および等価復元力を表しており，次式

で定義される。 

   2
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2

1

2

1
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zx

xmumM
δδ

δβ
+
⋅

=⋅⋅=           （12） 

   { } { } { } { } ( )QQuRuR TT
eq 111111 === ββ  （13） 

 ここで，{ } { }Tzx QQQ = であり， xQ および zQ

はそれぞれ xδ ， zδ に対応するせん断力である。

また， Q1 は等価 1 次せん断力（代表せん断力）

である。等価 1 自由度系における応答加速度 aS1
を用いると，式（11）は次式のようになる。 
   ( ) adeq SMxSMR 110111 ⋅=−+=− &&&&       （14） 
式（12）～（14）より，等価 1 次自由度系にお

ける応答加速度 aS1 は次式で与えられる。 
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ところで，重心まわりのモーメントを zM と

すると次式の関係が成り立つ。 
θ&&IM z −=                       （16） 

ここで， I は回転慣性であり，式（17）の関

係がある。 
2imI ⋅=                         （17） 

さらに，式（2），（16）および（17）より， 
   imM zz ⋅⋅−= δ&&                    （18） 
を得る。ここで， zm δ&&⋅ は，回転慣性による外

力であり， zQ と以下の関係がある。 
   zz Qm −=⋅δ&&                      （19） 

したがって，式（18）および（19）より， 
   iMQ zz =                       （20） 
が成立し，式（15）および（20）より次式が得

られる。 
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式（8）および（21）を用いれば，単層 1 軸

偏心建築物の立体静的増分解析結果の各ステッ

プにおける x 方向のせん断力 xQ ，重心まわりの

モーメント zM および変位 xδ ， zδ から Capacity 
Spectrum を描くことができる。 
2.2 単層 2 軸偏心建築物の静的縮約法 

単層 2 軸偏心建築物の場合，x 方向，y 方向お

よび z 軸まわりの 3 つの振動が連成する（図－2）。

そのため，式（1）におけ

る変位ベクトル{ }δ は 
{ } { }Tzyx δδδδ =  （22） 
となる。また，前節と同

様に地震動の入力は x 方

向のみとする。このとき，

振動方程式の解はモード

の重ね合わせにより次式

で与えられる。 
{ } { }∑

=
=

3

1s
dsss Suβδ  （23） 

ここで，βs と{ }us はそ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－2 2 軸偏心 
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れぞれ式（24）および（25）で定義される。 
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{ } { }Tssss wvuu =               （25） 
単層 1 軸偏心建築物の場合と同様に式を展開

すると，等価 1 自由度系における等価質量 M1 ，

代表応答変位 dS1 および応答加速度 aS1 は次式

より与えられる。 
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 ここで， { } { }Tzyx QQQQ = となるので，式

（28）は次式で表される。 
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単層 2 軸偏心建築物の場合では，式（27）お

よび（29）を用いることで Capacity Spectrum
を描くことができる。 
 
3. 動的縮約法 

3.1 単層 1 軸偏心建築物の動的縮約法 

 ここでは 1 方向入力を受ける単層 1 軸偏心建

築物の動的縮約法を示す。本論では文献 2）に

示された動的縮約法と同様に，参照モード系を

与えることで動的縮約を行うものとする。具体

的には，静的非線形荷重増分解析を併用して，

地震応答解析結果に基づいて後述の式（34）お

よび（35）により縮約した等価 1 自由度系の最

大応答変位に相当する静的非線形荷重増分解析

結果の荷重ステップを求め，そのステップでの

1 次刺激関数を式（30）および（31）によって

評価することにより参照モード系を得る。 
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 ここで， max1 xδ および max1 zδ は静的非線形荷重

増分解析において { }u11 β を採用した荷重ステ

ップでの各変位を表す。なお，最初は等価 1 自

由度系が得られていないので，単層偏心系にお

ける最大応答変形に相当する静的非線形荷重増

分解析結果の荷重ステップでの { }u11 β を仮定

して縮約し，その後 1，2 回同様の手順を繰り

返し， { }u11 β を求めるものとした。 
 ところで，式（6）より， 
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1
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δ
=                    （32） 

の関係が得られる。ここで，式（32）の右辺の分

母および分子に { } [ ]Mu T

11β を左から乗じると， 
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を 得 る 。こ こ で 直交 性 を 考慮 す る と，

{ } ( ){ } { } ( ){ }tutu TT δβδβ 11111 = となり，次式が得られ

る。 
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 ここで， ( ){ } ( ) ( ){ }Tzx ttt δδδ =  
さらに，等価 1 自由度系における応答加速度

( )tSa1 は式（15）より，次式で与えられる。 
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 ここで， ( ){ } ( ) ( ){ }Tzx tQtQtQ =  
従って，時刻歴地震応答解析から得られる

( ){ }tQ および ( ){ }tδ と式（30）および（31）で求

めた刺激関数を用いて，式（34）および（35）
により動的縮約を行うことができる。 
3.2 単層 2 軸偏心建築物の動的縮約法 

 単層 2 軸偏心建築物の動的縮約法では，式（34）
および（35）において y 方向成分（ yδ および yQ ）

を考慮し，式（36）～（38）により参照モード系

を与えることで等価 1 自由度系に縮約できる。 
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4. 等価 1 自由度系における応答特性 

4.1 解析概要 

 2 章および 3 章で示した静的縮約法および動

的縮約法を検証するために静的非線形荷重増分

解析と時刻歴地震応答解析を行った。 
 解析モデルの平面図を図－3 に示す。解析モデ

ルは同一平面で剛心位置の異なる9タイプであり，

偏心のない標準モデル（test1）の各柱断面を変化

させることにより偏心モデル（test2～9）を作成

した。各解析モデルは桁行および張間方向が共に

6.0m×2スパンで，高さが3mの単層建築物とし，

重量，重心位置（xg，yg），剛心位置（xc，yc）お

よび偏心率（Rx，Ry）をそれぞれ表－１のように

設定した。解析モデル名の番号は図－3 の中に示

している剛心位置の番号と対応しており，test2
～4 が 1 軸偏心モデル，test5～9 が 2 軸偏心モデ

ルとなっている。また，図－4に test4および test9
のモード図を示す。各モードは偏心の影響でねじ

れが生じていることがわかる。なお，1 軸偏心で

は実際には 3 次モードまであるが，y 方向のモー

ドは独立しているので除外した。時刻歴地震応答

解析および静的非線形荷重増分解析では共に，梁

および柱部材を材端バネモデルによりモデル化

し，復元力特性には Takeda モデルを用いた。な

お，単層建築物においては軸力変動の影響は小さ

いと考え，解析では軸力変動は考慮していない。 
 地震応答解析に用いた入力地震波は，El 
Centro NS（1940）および JMA-Kobe NS
（1995）の 2 波であり，それぞれ最大速度を

25cm/sec，50cm/sec に基準化した計 4 波とし

た。なお，地震波入力時間は地震動の主要な 10
秒間とした。また，粘性減衰は瞬間剛性比例型

とし，弾性 1 次モードに対して減衰係数を 5％
と仮定した。数値積分には Newmark-β法

（ 41=β ）を用い，積分時間刻みを 0.0001 と

した。 
4.2 偏心建築物の地震応答特性 

 図－5 および図－6 にそれぞれ 1 軸偏心モデ

ル（test2～4）および 2 軸偏心モデル（test7～
9）に対する El Centro（50cm/sec）入力の解析

結果より得られた x 方向の層せん断力－層間変

形関係（上段）と等価 1 自由度系における 1Sa

－1Sd 関係（下段）を示す。ｘ方向の層せん断

力－層間変形関係において，偏心率 Rxが小さい

test2，3 および 8 では履歴に乱れはないが，偏
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図－3 モデル図 

  1st Mode
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test4（1軸偏心） test9（2軸偏心）

XY
Z

 

図－4 モード図 

表－1 解析モデルの概要

xg(cm) yg(cm) xc(cm) yc(cm) R x R y

偏心なし test1 1902 600.0 600.0 600.0 600.0 0 0
test2 1905 600.0 599.1 600.0 501.4 0.144 0

1軸偏心 test3 1909 600.0 597.8 600.0 400.0 0.307 0
test4 1926 600.0 592.6 600.0 200.0 0.768 0
test5 1909 598.9 598.9 500.9 500.9 0.139 0.139
test6 1919 597.0 597.0 401.0 401.0 0.283 0.283

2軸偏心 test7 1943 595.0 589.7 400.7 200.9 0.711 0.270
test8 1943 589.7 595.0 200.9 400.7 0.270 0.711
test9 1990 581.9 581.9 201.6 201.6 0.670 0.670

偏心率
モデル 重量(kN)

剛心位置重心位置
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心率 Rxが大きい test4，7 および 9 では乱れた

履歴を示している。また，1Sa－1Sd 関係におい

ては，test2，3 および 8 は層せん断力－層間変

形関係とほぼ同じ履歴を示しているが，test4，
7 および 9 では履歴の形が層せん断力－層間変

形関係とは異なる結果となった。 
 図－7 に test2，4 および 9 の動的縮約結果（El 
Centro（50cm/sec）入力）における最大応答時

（正側）以前の x 方向フレームの履歴および骨

格曲線を示す。これらは荷重増分解析および地

震応答解析の結果をもとにしており，フレーム

の応答加速度 FA はフレームに生じたせん断力

を質量で除すことにより求めている。また，図

中の○，□および△はそれぞれ動的縮約による

等価 1 自由度系の正側の最大応答変形時におけ

る Y1，Y2 および Y3 通りのフレームの応答点を

表しており，●，■および▲はそれぞれ上記最

大応答変形に相当する静的縮約による等価 1 自

由度系における各フレームの応答値を表してい

る。同図より，動的解析結果においては，偏心

率 Rxが小さい test2 では等価 1 自由度系の最大

応答変形時に各フレームが最大応答に達してい

るのに対して，Rxが大きい test4 および 9 では

Y1フレームだけが最大応答点に達していないこ

とが認められる。これは偏心が大きくなること

によって，回転慣性の影響で剛性の小さなフレ
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図－5 1 軸偏心建築物の多自由度系および縮約系の解析結果 
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図－6 2 軸偏心建築物の多自由度系および縮約系の解析結果 
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ームの変形が進み，剛性の大きなフレームの変

形が逆に戻る現象を生じたためであり，このこ

とが等価 1 自由度系における最大応答時付近の

耐力低下を招いた一因と考えられる。 
 一方，動的解析結果と静的解析結果の比較に着

目すると，test2 では各フレームの最大応答点に

関する両者の対応は極めて良好である。しかしな

がら，Rxの大きな test4 および 9 では動的解析結

果が静的解析結果に対して，Y1 フレームで小さ

く，Y3 フレームで大きくなる傾向が顕著に認め

られる。これは図－8 に示すように，Rxの大きな

動的縮約系では最大応答時付近において回転角

θが静的解析で評価されたものに比して大きく

なるためと推察される。したがって，偏心率の大

きな建築物に対して限界耐力計算を適用する場

合には，静的等価 1 自由度系縮約の際に上記の動

的な回転慣性の影響を適切に考慮する必要があ

ると考えられ，今後の研究課題である。 
 
4. まとめ 

 本論では 1 方向の地震動入力を受ける単層 1
軸偏心建築物に対する等価 1 自由度系の静的縮

約法と動的縮約法を提案し，その妥当性を検証

するとともに，偏心建築物特有の応答性状の考

察を行った。以下に主要結論を列記する。 
（1）静的縮約法による等価 1 自由度系の代表応

答変位 dS1 と代表加速度 aS1 は，1 軸偏心お

よび 2 軸偏心の建築物に対してそれぞれ式

（8）と（21）および式（27）と（29）で

与えられる。 
（2）動的縮約法による等価 1 自由度系の代表応

答変位 dS1 と代表加速度 aS1 は式（34）と

（35）で与えられる。 
（3）偏心が小さな建築物に対しては静的縮約法

による等価 1 自由度系の応答値は動的縮約

によるものと良好な対応を示すが，偏心が

大きくなるにつれ，静的縮約法によるもの

が動的縮約法によるものに対して，応答加

速度を大きく評価する傾向にある。 
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図－7 最大応答時の各フレームの応答 
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図－8 変形のイメージ図（test4） 
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